
実施状況の評価について
〇公共交通にアクセスしやすい区域の人口カバー率は維持している。

〇公共交通利用者数や公共交通機関を利用する市民の割合は、コロナ前の令和元年度実績と比較すると減少しているものの、回復傾向にある。

〇交通事業者の収支率は、コロナ前の令和元年度実績と比較すると公共交通利用者数の減少や燃料費、物価高騰等により悪化しているのの、回復傾向にある。

○利用者1人あたりの公共交通への公的資金（コロナや設備投資を除く運行に関する補助額）については、コロナ禍の運行収支に基づく補助額増加に伴う増加となる。

〇今後も、公共交通利用者の回復に向け、利用者増加に繋げるための様々な取組（機能強化策、利用促進策）を展開していく必要がある。
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